


































































取扱い（以下，女性差別）を受けたと主張し，①平成 15 年 4 月 1 日から平成 19 年 3 月 31 日まで











の間に，1）平成 20 年の時点で主任 1級の職能等級になっている者の割合に大きな違いがあること
（90.4％対 25.7％），2）初めて主任 1級に昇格したときの年齢に 5歳もの開きがあること（36 歳対

























る。第 1に，平成 20 年の時点で主任 1級の職能等級になっている男女の割合（90.4％対 25.7％）
に大きな違いがあるにもかかわらず，それを問題と思わず，その改善に向けた努力をしていない。









































































　X2（原告，控訴人）は大学の理学科卒業後，昭和 62 年 4 月 13 日より，機器・環境産業機械関
連設備等の設計施工等を業とする東和工業（被告，被控訴人）に雇用され，本訴提起後の平成 24











時の職種に限定され転勤のない者を指すところ，平成 11 年 6 月 24 日付けで社内に発出された通達
には，「総合職＝職種転換および転勤ができる職種をいう（従前の男子
4 4 4 4 4
）」，「一般職＝基本的には転
勤ができず，限定された職種をいう（従前の女子
4 4 4 4 4
）」（傍点は筆者による）との記載がある。また，








一般職となった。X2は入社から平成 2年 9月まで事務職に携わっていたが，同年 10 月以降は，訴
外Aに出向扱いとなっていた期間も含め，東和工業の設計担当部署に所属し，本格的に設計業務
に携わるようになり，平成 13 年 12 月頃には，2級建築士の資格を取得した。ちなみに，平成 22



























































（１４）　秋田相互銀行事件・秋田地判昭和 50・4・10 労民集 26 巻 2 号 388 頁。
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約 40 年も前に違法とされた差別を，少なくとも合理的なコース転換制度が就業規則上明記された






























ある Sは，「X2 の技術レベルの低さを強調する一方で，X2 が一般職であるがThが総合職である
理由についてはわからないと述べており，両者の違いが技術的評価に基づくものでないことがうか































































改正の均等法が，平成 11 年（1999 年）4 月 1 日から施行されたことを受けて，この日以降は，男
女別コース制が公序に反することになったとする判例が登場した。野村證券事件東京地裁判決（２１）
と岡谷鋼機事件名古屋地裁判決（２２）である。いずれの事件においても，原告は昇格したことの地位
（１７）　日本鉄鋼連盟事件・東京地判昭和 61・12・4 労判 486 号 28 頁。この判旨は，3（1）で述べたように公法・私
法二元論にもとづくものである。
（１８）　住友電気工業事件・大阪地判平成 12・7・31 労判 892 号 48 頁。判旨は同じく，公法・私法二元論にもとづく
ものである。




（２１）　野村證券事件・東京地判平成 14・2・20 労判 822 号 13 頁。





































た事例が，1件のみであるが，存在する。京ガス事件・京都地判平成 13・9・20 労判 813 号 87 頁。
（２４）　菅野和夫『労働法〔第 11 版〕』（弘文堂，2016 年）248 頁。
（２５）　芝信用金庫事件・東京高判平成 12・12・22 労判 796 号 5 頁。


















あったが故に，all ornothing の思考により労基法 4条違反を認定したが，X2に対するその余の取
扱い，すなわち，昇格およびそれと連動する賃金における取扱いについては，企業には自由裁量が








（２７）　例えば，石﨑本店事件・広島地判平成 8・8・7労判 701 号 22 頁など。


















差別と同様に観念し，労基法 4条違反を認定したうえで，その効果として，同 13 条の類推適用に
よる昇格請求
































































































































































































































































（４３）　2015 年 1 月 31 日，女性共同法律事務所（大阪市）において実施。
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後に主席に昇格することも勧告され，2年後にそれが実現した）。和解時に主席に昇格したNさん
は，昇格して何が変わったかを，筆者に次のように語ってくれた。「昇格したことで，自分で決済
をすることができるなどの権限ができた。会社には，主席以上の回覧物などがあり，入ってくる情
報量が変わり，見えてくるものが多くなった。情報があることによって，先を見通した仕事ができ
るようになった。社外の人と接触したときにも，主席の名刺を出すと，それ以前には聞かせてもら
えない話を聞かせてもらえるようになった。当然，電話で話をするときにも，自分の話をスムーズ
に聞いてもらえるようになった。また，主査と主席では，退職金の額が違った。さらに，あのまま
事務職（一般職）にとどまっていれば，再雇用時には賃金が時給払いになっていたが，主席以上は
年俸制で，役職待遇だった。」また，和解時に主査に昇格し，2年後に主席に昇格した Sさんは，
男女別コース制の下で専門職として入社した「同期同学歴の男性は，定年退職後に，関係会社の役
員として迎えてもらっていて，さらに上の世界があるのだと思った」と話してくれた。このインタ
ビューから筆者が痛感したのは，昇格・昇進差別によって管理職に就くことなく終わっていく女性
たちは，在職中にも退職後にもいかに多くの損失を被るのかということに加えて，損失は金銭的な
ものだけにとどまらないということであった。やはり，昇格・昇進差別の被害者が在職中である場
合には，救済として昇格・昇進そのものが実現されるよう，法が変わらなくてはならない。
　最後に，日本において女性管理職が少ない理由として「昇進したくない女性」が一定割合いるこ
とは確かであり，このような女性が管理職を希望するようになるためには，労働時間法制の見直し
等を含めた「働き方改革」が必要となる。「働き方改革」は，安倍政権の目指しているそれとは異
なる部分も大きく，この問題については稿を改めて論じたいと思う。
 （あいざわ・みちこ　一橋大学大学院法学研究科准教授）　
